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令和８年大磯町議会 

６月定例会一般質問（６月９日・10日） 

質問議員 質 問 事 項（１日目） 答弁者 

１ 

２番 

竹内恵美子議員 

（  60 分） 

９：05～10：05 

 

１．認定こども園の進捗状況について 

（１）令和８年４月１日の待機児童数と保留人数は何人いるのか。 

（２）令和７年 11月から工事が始まったが、令和９年３月には工事は終

わるのか。 

（３）損失補償については、令和７年６月議会からずっと聞いているが、

今、どのような交渉をしているのか。 

  また、この金額はいつになったらわかるのか。 

 

２．令和８年３月議会で、交通安全対策事務事業の免許返納と学童保育事

業について、附帯決議を付けた。その後の進捗状況について 

（１）交通安全対策事務事業 

 ①神奈川中央交通のバスが減る中、今どこまで検討が進んでいるのか。 

（２）学童保育事業 

 ①保護者への説明は何もしていないということもわかり、議会が附帯決

議を付けた。学童保育所利用保護者や児童に、まず保護者に大磯小学

校体育館下の改修でよいのかどうか聞く必要があったのではないか。 

 ②学童保育事業は、当初令和６年３月に、認定こども園と一緒にできる

予定であったが、先日の福祉文教常任委員会協議会での説明では、令

和８年５月 24日に現地見学会及びワークショップ、意見募集が令和

８年５月 25日から令和８年６月３日までとあり、設計案紹介及びワ

ークショップの開催が７月から８月上旬（予定）となっている。中で

もイラン情勢の影響により建築資材の価格高騰があると説明があっ

た。学童保育施設整備には、この先いくらくらいかかるのか。 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

２  

    ９番 

石川 則男議員 

（ 90 分） 

10：25～11：55 

 

１．次期地域福祉計画及び第十期高齢者福祉・介護保険事業計画（2027（令

和９）年度～2030（令和11）年度計画策定にむけて 

（１）福祉計画策定から３年経過し、来年度（令和９年度）には次期計画

策定時期になる。また本年度は第十期高齢者福祉・介護保険事業計画

策定が控えている。両計画とも実績評価には「質と量」の視点が必要

と考えるが、どう評価しているか。 

（２）「地域福祉計画（67P）には計画の進捗状況や施策の効果の点検・評

価を毎年度実施していきます」とある。地域福祉計画の点検・評価は

毎年度評価するような中身になっていないと考えるがいかがか。第九

期高齢者福祉・介護保険事業計画の中間評価はどういうメンバー構成

で、いつ、どのような評価方法で実施したのか。 

（３）第十期高齢者福祉・介護保険事業計画（2027（令和９）年度～2030

（令和 11）年度）及び次期地域福祉計画策定を外注ではなく、東西包

括支援センターや福祉事業者・福祉に関心が高い町民メンバーで手作

りしてはいかがか。 

町 長 
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２．町民のささやかな疑問・要望にどう応えるのか 

（１）消防団への寄附について 

  令和８年度の当初予算では、地域住民から寄附を集めなくても良い

様、消防団への予算を増額したか。 

（２）住宅地において焚火をしたり庭で物を燃やしたりすることは問題な

いのか。 

（３）防犯カメラについて 

  令和８年５月、東小磯の国道１号の歩道を歩く女子児童を盗撮してい

るフードを被った人間がいた。学校には連絡したとのことである。子ど

もの安全対策にも高齢者の見守りにも活用できるよう、もっと防犯カメ

ラの台数を増やしてはいかがか。 

（４）町民から町立小学校の高学年が低学年のランドセルを引っ張りまわ

したり、道路に押し出したりして危ないとその小学校に連絡したとの

ことであるが、承知しているか。 

 

３．いじめ重大事態について 

（１）これまで「被害児童保護者とはＦＡＸでしかやり取りできず困って

いる」と説明してきたが、被害児童保護者は何故ＦＡＸでやり取りし

たと教育委員会は考えているのか。 

（２）被害児童保護者はマスキングの無い報告書を受け取るまでは、調査

報告書の公表は認めないと主張した理由を教育委員会はどう考えて

いるのか。 

（３）何故、被害児童保護者はＡＤＲに申し立てをしたと教育委員会は考

えているのか。また第三者委員会調査報告書を閲覧したとき、被害児

童保護者に対し、記録の禁止・監視下の閲覧を強要した法的根拠を聞

きたい。 

（４）被害児童保護者が、令和８年２月５日に個人情報開示請求をして、

保護者に届いたのは同年３月 19日である。何故それほどまで時間が

かかったのか。 

（５）令和７年４月、神奈川県に調査報告書を提出したと聞いているが、

それは 28ページの調査報告書か。神奈川県にはいつどのような方法

で送ったのか。 

（６）令和７年３月 24日以降加害と言われる児童の保護者にも調査報告

書を確認してもらったと答弁したが、その時児童はいたか。またその

時立ち会ったのは第三者委員会か教育委員会か。 

（７）新聞記事に「不正確な記述があったため記者会見をした」と説明し

ているが、加害と言われる児童２名の保護者に調査報告書を見せた

時、加害の事実を認定したと説明したのか。 

（８）令和８年４月８日に被害児童保護者はＡＤＲへの申し立ての継続を

断念した理由を教育委員会はどう考えているのか。 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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３ 

６番 

二宮加寿子議員 

（  50 分） 

13：00～13：50 

１．町民の健康づくりを進めるために 

町民の健康を守り感染症を予防するための経済負担を軽減するために 

任意接種においても町単独での助成制度が行なわれることがある。 

 本年、ＲＳウイルス母子免疫ワクチンは定期接種化され、近年でも帯状 

疱疹ワクチン及び新型コロナウイルスも定期接種化され感染症予防にも

寄与している。 

こうした状況の中、予防接種などはワクチンの種類や接種のスケジュー

ルが複雑で、町民からは「履歴を知っておきたい。」と声を伺う事がある。 

現在の状況では、情報をオンラインで確認できるマイナポータルがある

が、高齢者の利用は十分なのかという思いがある。 

母子健康手帳のような、予防接種履歴を各自で確認しながら、健康維持

に役立てる予防接種記録シートなどの作成を提案するが、次の点を問う。 

（１）「定期接種」と「任意接種」の違いは。 

（２）ワクチン接種に係る節目年齢に対する補助は。 

（３）子宮頸がんワクチンのキャッチアップの終了後の対応は。 

（４）帯状疱疹ワクチン、ＲＳウイルスワクチン、肺炎球菌ワクチンの接

種状況は。 

（５）予防接種記録シートを作成する考えは。 

 

２．新たな災害気象情報について 

令和８年５月29日から大雨警報などにレベルの数字が付くようになる。

防災気象情報を五段階の警戒レベルにあわせて発表するとあり、レベル４

相当の情報として危険警報が新設。警戒レベル４までに危険な場所から必

ず避難とされている。一方、令和３年５月 20 日から避難勧告が廃止とな

り、避難指示で必ず避難となっている。 

 この事を受けて、町の新たな発信方法を問う。 

（１）特に土砂災害警戒情報相当は市町村から避難指示が発令されるとあ

るが、どのようになるのか。 

（２）町民がとるべき行動の注意点はあるのか。 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

４ 

３番 

鈴木たまよ議員 

（  60 分） 

14：10～15：10 

 

１．町立小中学生の通学時における熱中症対策について 

昨今の夏の猛暑の中、子どもたちの通学時の熱中症を懸念する保護者の

声が届いている。比較的涼しいと言われている朝であっても、太陽が顔を

出すと一気に気温が上がり、身体を動かすと汗が吹き出す状態である。気

象庁のデータによると最高気温となるのはおおむね午前 11 時～午後３時

が多く、登校時もさることながら、下校時も相当の暑さの中、子どもたち

は家路についている状況である。片道３キロ以上の距離を通学している子

どももいるため、それを心配する保護者の気持ちは当然のことである。 

このような状況の中、子どもたちの通学時の熱中症対策は急務であると

考える。教育委員会及び町の考え、そして対策について問う。 

 

２．地域公共交通のあり方について 

先に行われた３月定例会において、高齢者の免許返納を促進するための

「交通安全対策事務事業」について附帯決議が提出された。「高齢者の自

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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主的な免許返納促進のためにも、交通安全、地域交通、高齢者福祉の担当

課で連携し、効果的な施策にしていただきたい」という内容であったが、

高齢者や交通空白地域にお住まいの住民以外でも、普段の移動に不便さを

感じている住民は多い。バスの減便や路線等の廃止により今後ますます地

域公共交通の担う役割は大きくなると思われるため、地域公共交通は町全

体で、包括的に考える必要があると考える。次について、町の考え及び対

策について問う。 

（１）関係部署間での連携について 

（２）今後の移動支援の展開について 

 

５ 

   ８番 

鈴木 京子議員 

（  90 分） 

15：30～17：00 

１．福祉諸計画の改定で支援策は充実するか 

第十期大磯町高齢者福祉計画・介護保険事業計画、大磯町社会福祉協議

会策定の地域福祉活動計画と連携する大磯町地域福祉計画、大磯町障がい

者福祉計画が改定作業に入っている。大磯町こども計画とも合わせ、だれ

ひとり取り残さない観点から、重層的支援体制の構築が必要と考える。支

援を必要とする住民の声を生かし、支援を充実させるための方策を問う。 

（１）諸計画の改定は手づくりで行うべきだが、間違いないか。急ぐ必要

があるが、いつ着手するのか。 

（２）富士宮市や稲沢市のような行政と社協が連携する重層的支援体制整

備事業実施計画は策定されるのか。高齢者福祉計画・介護保険事業計

画でも重層的な地域福祉ネットワーク構築に努めるとあるが。 

（３）介護保険事業において、第九期のサービス給付費の推計と介護認定

者の現在の状況はどうか。特別養護老人ホームの入所をはじめ、必要

なサービスは届くのか。 

 

２．大磯町の職員体制は持続可能か 

職員体制と管理に不安を覚える。職員異動は３年続けて半数以上にのぼ 

り、中途退職者も増える一方である。職員のモチベーションを高めるため 

の具体策について問う。 

（１）勤務に対する対価を完璧に支払うために、勤務状況を職員のパソコ 

ンのログ状況で把握しているか。 

（２）異動が多すぎるのではないか。育成にどうつながっているのか。町 

民も担当者が変わりすぎて困っているが。 

（３）町長の指示で仕事が増えることと働き方改革の整合性はどうとって 

いるか。指示命令系統で逸脱はないか。 

（４）職員アンケート実施の考えはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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質問議員 質 問 事 項（２日目） 答弁者 

６  

   10番 

おかみゆき議員 

（  80 分） 

９：00～10：20 

 

１．公共施設整備における整合性と将来負担について 

人口減少及び税収動向を踏まえる中、新庁舎整備、消防庁舎整備、し尿

処理施設整備、学校教育施設整備など、多額の費用を要する公共施設整備

が求められている状況である。 

一方、公共施設等総合管理計画では、長寿命化や延床面積縮減などの考

え方が示されているが、学校施設においては設備更新の遅れや避難所機能

強化などの課題もある。 

こうした状況を踏まえ、今後の公共施設整備及び将来負担について問

う。 

（１）新庁舎整備、消防庁舎整備、し尿処理施設整備の現状について 

（２）公共施設等総合管理計画と教育施設等長寿命化計画との整合性につ

いて 

（３）公共施設整備における優先順位及び整備に係る将来負担を踏まえた

町の考えについて 

 

２．旧東海道松並木整備事業と景観・安全・住環境整備について 

大磯町における旧東海道松並木整備事業は、歴史ある景観の保全や観光

資源として重要な役割を担う一方、地域住民からは、景観整備に加え、環

境美化、安全性、利便性向上を求める声も寄せられている。 

また、過去の資料を確認すると、以前より地元住民との対話や協議を重

ねながら事業が進められてきた経緯があるが、整備内容や完成後の状況に

ついて、地域住民への説明や情報共有を求める声もある。 

こうした状況を踏まえ、今後の旧東海道松並木整備事業について問う。 

（１）旧東海道松並木整備事業の国・県・町の役割分担について 

（２）景観維持の観点から維持管理に対する町の考えについて 

（３）利便性向上に関する地域住民との情報共有について 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

７  

    13番 

庄子 幸太議員 

（  70 分） 

10：40～11：50 

１．全棟調査を踏まえた空き家対策について 

（１）令和５年の住宅・土地統計調査の時点で約 1,130件とされていた町

内の空き家数が、このたびの全棟調査では 449件と町は捉えているこ

とを踏まえ、今後継続的・恒久的に実態を把握するための調査手法や

体制の整備について町の方針を問う。 

（２）全棟調査の結果、住宅密集地の空き家数が多いと報告された。緊急

輸送路として防災上の問題を抱える未接道の土地・増える空き家によ

り地域の目が希薄になる防犯上の問題・景観等の様々な視点から町と

して現状の課題を問う。 

（３）空き家特別措置法改正や税制改正により危険な空き家に対する法的

枠組みが整備される一方で、きめ細やかな運用には慎重さも求められ

るという国と地域の板挟み状態にある。全棟調査では、これに該当す

ると思われる空き家の把握も報告された。これを踏まえて町として危

険な空き家の解消に向けた具体的な基準づくりを進めるか問う。 

 

 

町 長 
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２．デジタル化推進と新庁舎整備について 

（１）今年度、改定が予定されているデジタル化推進計画では、国や県と

足並みを揃え、単年実行計画で進行管理を行うことが報告された。日

進月歩で進化する情報化のなかで、町として特に重点を置いている施

策と進行管理の考え方を問う。 

（２）ＩＣＴ・ＤＸの推進を単なる業務改善とするのではなく、池田町政

になってから増えている新規事業と従来の事業をどうバランスを取

って、業務量の可視化をしていくのかという問題にデジタル化は非常

に有効である。事業を整理・見直しするにあたり、生成ＡＩの情報処

理能力を職員がどう使いこなすかにかかっているといっても過言で

はない。業務の効率化に留まらず選択と集中で、情報に長けた人材の

発掘なども踏み込む考えはあるか。 

 

（３）令和11年に新庁舎が完成の予定だが、「建ててからＤＸ」でなく、

新庁舎完成までにできることを進めることは、整備期間中の不便を解

消し、町民の利便性向上に資すると考える。デジタル化による高齢者

の不利益（デジタルデバイド）対策を基本としつつ、町民や職員のニ

ーズも考慮した、現庁舎におけるデジタル化推進と新庁舎完成までの

ロードマップを問う。 

 

町 長 

 

８ 

12番 

毛利 泰輔議員 

（  60 分） 

13：00～14：00 

   

１．介護予防「通いの場」の進捗状況について 

「通いの場」は町長の公約にもあり、令和８年度は全町内普及に向けて

進められている。本件は一般介護予防事業による補助金の交付事業で、高

齢者が地域の「通いの場」への参加で、介護予防に繋がるのが目的である

と承知している。各地区（１町内１件で、１件当たり４万８千円の交付金）

の普及を目指すことになっているが、現状の普及状況や課題について問

う。 

（１）「通いの場」の実績は令和８年４月時点で、１地区１件の要件で 12

の町内会とのことだが、24地区（町内）普及への問題点と今後の対応

は。 

（２）令和７年９月議会で、各地区（町内会・自治会他）高齢者の諸活動

は、「生きがいマップに登録の団体数は 90団体があり、最新情報を入

手し状況把握・更新に取り組む」とあるが、「通いの場」登録の団体

との関係は。 

（３）大磯町社会福祉協議会への地域福祉活動団体等支援事業交付金が、

令和７年度は48万６千円、令和８年度は72万円増額されて合計が110

万６千円であるが、その要件と「通いの場」の要件との関係は。 

 

２．職員の退職者増加について 

大磯町行政における施策の立案・施行、町民へのサービス充実には、優

秀な職員の採用から経験豊富な人材（財）の継続的な確保が重要と考える。 

この５年間の大磯町正規職員の退職者（定年、勧奨、自己都合）の推移を

みると大幅な増加傾向にある。その退職理由は転職、健康問題、職場環境・

待遇なのか諸々推察されるが、これらの状況に対する認識と対応策につい

町 長 
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て問う。 

（１）大磯町正規職員の退職者数において 

           令和５年、６年、７年 

・定年      ０人⇒ ３人⇒ ４人 

・勧奨退職者   ２人⇒ ４人⇒ １人 

・自己都合退職者 ７人⇒10人⇒10人（職員の 3.8%） 

・合計      ９人⇒17人⇒15人（職員の 5.7%） 

この状況の認識と令和８年度における問題（課題）と対応は。 

 

９  

     11番 

髙橋 英俊議員 

（  60 分） 

14：20～15：20 

１．「大磯町第３次行政経営プラン」の状況と今後の持続可能な行財政運

営について 

大磯町では、人口減少や少子高齢化、それに伴う税収の減少や社会保障

費の増大といった厳しい財政環境に直面している。これらに対処し、持続

可能な行政運営を確立するため、「大磯町第３次行政経営プラン」が策定

され、各種施策が推進されようとしている。しかし、現在本町が抱える大

型プロジェクト（新庁舎整備事業、消防庁舎、し尿処理施設等）や、公共

施設全体の適正管理（公共施設等総合管理計画）との緊密な連携、さらに

はデジタル化技術の活用による業務効率化（ＤＸの推進）など、プラン作

成時よりもさらに加速、進化させるべき課題が山積みしている。 

そこで、第３次行政経営プランの現在の達成度と具体的な財政効果を明

確にするとともに、今後の不透明な財政見通しの中で、どのように計画の

実効性を担保し、町の経営基盤を強固なものにしていくのか、町長の明確

な見解と覚悟を問う。 

（１）第３次行政経営プランにあげられた各取組み項目の現在までの進捗

と、それによって生じた具体的な経費削減・財源確保の効果をどのよ

うに評価しているか。 

（２）公共施設等総合管理計画に基づく公共施設の統廃合や長寿命化、ま

た新庁舎整備事業といった多額の財政負担を伴う大型事業と、本行政

経営プランに示されている財政健全化目標との整合性は保たれてい

るのか。 

（３）ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）による業務効率化の

推進について、限られた職員数の中で行政サービスを維持向上させ

るため、窓口業務のデジタル化やＲＰＡの導入など、業務改革の今

後の展開は。 

（４）広域連携による行政経営の効率化について、近隣自治体との積極的

な広域連携や事務の共同化を進めることで、単独自治体では限界のあ

るコスト削減や専門人材の確保を図る考えはあるか。 

 

２．町ホームページで令和８年３月 30日に公表されたいじめ重大事態の 

発生に伴う調査報告書についての本町の対応と今後の再発防止策につい 

て 

（１）報告書で指摘された学校および教育委員会の初期対応の遅れ、組織

的な連携不足という事実に対する教育委員会としての受け止めと責

任についての認識は。 
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（２）報告書ではいじめの認知や初期対応の甘さが指摘されている。各学

校におけるいじめ防止対策措置が実効性を持って機能するよう、教育

委員会としてどのような指導監督を行うのか。 

（３）指摘された体制強化や職員研修などについて、教育委員会としてど

う考えているか。 

（４）学校の教職員には直接言えない悩みを抱える児童生徒のため、タブ

レット端末を活用した匿名相談システムの導入や、第三者的な立場で

あるスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置活用

の見直しについて、今後の方向性を問う。 

 

10 

１番 

玉虫志保実議員 

（  75 分） 

15：40～16：55 

１．大磯町の公園について 

大磯町には公園緑地が 54 か所あり、運動公園、歴史公園、風致公園、

都市緑地と街区公園があり、街区公園は 42か所ある。 

平成 29 年度から令和８年度までの大磯町公共施設等第１期個別計画に

おいて、公園施設の方向性は「長寿命化」であり、街区公園を含めた都市

公園長寿命化計画を策定し、計画的な予防・維持保全など、施設の長寿命

化を図るというのが、計画の説明で、都市計画公園の実現性の見直しや利

用が著しく低い公園を除いて、原則的には既存の公園の維持保全を進める

というものであり、トイレ改修工事を令和３年度までに完了した。 

令和６年度からの公園施設更新事業は公共施設等第１期個別計画の街

区公園の方向性とは少し違うように思える。そこで、今後の街区公園の方

向性など、街区公園についての大磯町の考えについて質問する。 

（１）公園施設更新事業は令和７年度には都市公園等施設更新事業と事業

名を変更し、公共施設等第２期個別計画期間となる令和９年度と 10

年度にも事業を継続することになっているが、遊具等を更新した公園

施設も含めた街区公園の維持管理や長寿命化についての計画はどの

ようになるのか。 

（２）街区公園には借地の公園もある。契約期間や契約内容に違いがある

のはなぜか。 

（３）借地公園を町所有の公園に変更した例はあるか。また、購入の理由

やきっかけは何か。 

（４）街区公園は、その公園の設置されている地区の災害時の一時避難場

所に指定されていたり、防災備蓄倉庫が設置してあるところが多い

が、地区内の街区公園でも借地の公園の場合に一時避難場所の指定や

備蓄倉庫の設置ができず、やむを得ず地区外の町有地に設置すること

にした地区がある。災害発生時に地区外の離れたところにある備蓄倉

庫で機能するのか疑問である。よりよい解決方法はないのか。 

（５）地域コミュニティの創出の場、災害拠点としての必要性など、公共

施設としての街区公園の働き、在り方、可能性について、借地を購入

した場合の費用対効果など、街区公園についての町の考えは。 
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２．（仮称）大磯町こどもをいじめから守る条例について 

この条例制定のきっかけとなったのは、令和７年３月 24日付けの「い 

じめ重大事態の発生に伴う調査報告書」の事案だと想定している。この案

件以外にも大磯町で抱えているいじめ案件は複数存在しているが、いじめ

案件が解決していなくても条例制定は並行して進められるとして、いじめ

防止に対する町の理念を伝えたいという思いから、こどもをいじめから守

る条例の制定を進め、令和７年 10 月１日に条例の施行を予定していたと

思うが、（仮称）大磯町こどもをいじめから守る条例は令和８年の５月に

なっても施行されていない。そこで質問する。 

（１）条例制定の進捗状況はどうなっているのか。 

 

町 長 

 

10名 21問 

時間は、事情により変更になる場合がありますのでご了承ください。 


